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はじめに

経営所得安定対策では、担い手農家の経営の

安定に資するよう、諸外国との生産条件の格差

から生ずる不利を補正する交付金（ゲタ対策）

と、農業者の拠出を前提とした農業経営のセー

フティネット対策（ナラシ対策）を実施してい

ます。

また、食料自給率・食料自給力の維持向上を

図るため、飼料用米、麦、大豆など戦略作物の

本作化を進め、水田のフル活用を図る水田活用

の直接支払交付金を実施しています。

さらに、令和元年からは、全ての農産物を対

象に、自然災害による収量減少や価格低下をは

じめ、農業者の経営努力では避けられない収入

減少を広く補償する収入保険制度が開始されて

います。

米・麦・大豆等について、需要に応じた生産

の促進と水田農業全体としての所得の向上等に

より、農業経営の安定を図るため、本パンフレ

ットにより対策への理解を深め、対策に加入し

ましょう。



２ 畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）

４ 水田活用の直接支払交付金

経営所得安定対策等の実施体制

10 農業経営基盤強化準備金制度

経営所得安定対策等の概要

問い合わせ先一覧

３ 米・畑作物の収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）
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畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）

【認定農業者、集落営農、認定新規就農者が対象（いずれも規模要件はありません。）】
（所要額：2,163億円）

※ 交付対象者の要件については、６～７ページを参照してください。

数量払

面積払

注１：てん菜の基準糖度は、16.6度
注２：でん粉原料用ばれいしょの基準でん粉含有率は、19.7％

20,000円/10a （そばは、13,000円/10a）

当年産の作付面積に応じて、 数量払の先払いとして交付

生産量と品質に応じて交付

面積払

＜数量払と面積払との関係＞

数量払

収量

交
付
金
額

【水田・畑地共通】

【令和２年産～４年産の平均交付単価】※ 交付単価は品質区分に応じて設定

対象作物 平均交付単価

小麦 6,710 円/60㎏

二条大麦 6,780 円/50㎏

六条大麦 5,660 円/50㎏

対象作物 平均交付単価

はだか麦 9,560 円/60㎏

大豆 9,930 円/60㎏

てん菜 6,840 円/ t

対象作物 平均交付単価

でん粉原料用
ばれいしょ

13,560 円/ t

そば 13,170 円/45kg

なたね 8,000 円/60kg

差
額

標準的な
販売価格

ゲタ
交付単価

＜交付単価のイメージ＞

標準的な
生産費

経営所得安定対策等の概要

米･畑作物の収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）

（所要額：645億円）

【認定農業者、集落営農、認定新規就農者が対象（いずれも規模要件はありません。）】

米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用
ばれいしょの当年産収入額の合計が
標準的収入額を下回った場合に、その
差額の９割を補てん。
（交付対象者と国が１対３の割合で拠出）
積立金は掛け捨てではありません。

※ 交付対象者の要件については、６～７ページを参照してください。

標準的収入

〔都道府県等地域単位で算定〕

最近５年のうち、
最高・最低を除く
３年の平均収入

（５中３）

品目ごとの収入
差額を合算相殺

当年産収入

補てん金

農業者１：国３の割合で拠出

収入減少

収入減の
９割まで
補てん

４



経営所得安定対策等推進事業等

（概算決定額：85億円）

システム運営など経営所得安定対策等の運営に必要な経費を措置するとともに、対策の推進、
作付面積の確認等を行う都道府県、市町村等に対し必要な経費を助成します。

また、都道府県（農業再生協議会）への助成に当たっては、主食用米以外の作物への転換の
動きにも配慮します。

水田活用の直接支払交付金

戦略作物助成※１

産地交付金

（概算決定額：3,050億円）

水田農業高収益化推進助成

都道府県が策定した「水田農業高収益化推進計画」に位置付けられた産地における
以下の取組を支援します。
① 高収益作物定着促進支援（20,000円/10a×５年間）（②とセット）
② 高収益作物畑地化支援 （105,000円/10a）
③ 子実用とうもろこし支援（10,000円/10a）

注３：水田活用の直接支払交付金については、交付対象水田における対象作物の作付が対象です。

対象作物 交付単価

麦、大豆、飼料作物※２ 35,000円/10a

ＷＣＳ用稲 80,000円/10a

加工用米 20,000円/10a

飼料用米、米粉用米 収量に応じ、55,000円～105,000円/10a

※１ 基幹作のみ対象 ※２ 飼料用とうもろこしを含む

地域の作物振興の設計図となる「水田フル活用ビジョン」に基づき、地域の裁量で
二毛作や耕畜連携を含め、産地づくりに向けた取組を支援します。

＜飼料用米・米粉用米の収量と交付単価の関係（イメージ）＞

注１：数量払いによる助成は、農産物検査機関
による数量確認を受けていることを条件と
します。

注２：標準単収値の各地域への適用に当たっては、
地域農業再生協議会が当該地域に応じて定め
ている単収（地域の合理的な単収）を適用し
ます。なお、地域の合理的な単収は当年産の
作柄（作柄表示地帯別）に応じて調整します。

数量払いの単価（傾き）：約167円／kg助成額
（円/10a）

10.5万

8.0万

5.5万

単収（kg/10a）+150(標準単収値）-150

＜標準単収値の作柄調整の考え方＞

（小数点以下切り上げ）

標準単収値 ×
当年産のふるい目1.70mm以上の10a当たり収量

ふるい目1.70mm以上の10a当たり平年収量
＝

地域の合理的な
単収

５



（２）認定新規就農者になるには

～認定までの流れ～

新規就農者自らが
「青年等就農計画」を作成

市町村へ申請

市町村が認定

認定新規就農者

既に農業経営を開始している方でも、経営開始５年以内で
あれば、青年等就農計画を作成し、認定を受けることができ
ます。

「青年等就農計画」の書き方、
経営内容の分析などは、市町村、
普及指導センター、青年農業者等
育成センター、農協等がサポート
してくれるんだ！

６

新たに農業経営を営もうとする青年等の方は、経営を開始してから５年後の目標や
その達成に向けた取組等を内容とする「青年等就農計画」を作成し、市町村に申請し
ます。市町村は、その計画の内容が、市町村の設定した目標とすべき水準（基本構
想）に照らして適切なものであるか、審査し、認定します。

（１）認定農業者になるには

ゲタ・ナラシ対策の交付対象者

～認定までの流れ～

農業者自らが
「農業経営改善計画」を作成

認定庁へ申請

認定庁が認定

認定農業者

自ら経営改善に取り組む
やる気のある方であれば、
年齢や経営規模を問わず、
認定を受けることができます。

「農業経営改善計画」の書き方、
経営内容の分析などは、市町村、
農協、普及指導センター等が
サポートしてくれるんだ！

認定農業者になりたい方は、自らが行う農業経営の５年後の目標やその達成に向け
た取組等を内容とする「農業経営改善計画」を作成し、※認定庁に申請します。
認定庁は、その計画の内容が、営農範囲（農用地又は農業生産施設が所在する区
域）の市町村の設定した目標とすべき水準（基本構想）に照らして適切なものである
か等を審査し、認定します。

ゲタ・ナラシ対策の交付対象者は、認定農業者、集落営農、認定新規就農者であり、規模要件
はありません。また、交付対象となる集落営農の要件も２要件（７ページを参照）ですので、担
い手の方が幅広く参加できます。
まだ加入されていない方は、令和２年産に向けて認定農業者等になって、対策に加入すること

をご検討ください。

市町村 県 国

営農範囲が単一市町村
の区域内のケース

営農範囲が市町村を
またがるケース

営農範囲が県を
またがるケース

※認定庁



（３）こんな集落営農が対象になります

組織の規約の作成

代表者、構成員、総会、農用地や農業用機械等の利用・管理に関する事項等を
定めた組織の規約を作成します。

対象作物の共同販売経理の実施

①集落営農の口座を設けて、②対象品目について組織名義で出荷し、③その
販売代金等を組織の口座で受け取り、費用控除後に生じた利益を販売や出荷を
したすべての構成員に対して配分します。

集落営農（特定農業団体を
除く。）は、ゲタ・ナラシ対策
への加入申請前に市町村へ
申し出る。

必要に応じ
書類を提出

市町村が判断

通知

集落営農のゲタ・ナラシ対策の要件については、以下の２要件（「組織の規約の作成｣、
「対象作物の共同販売経理の実施」）です。

ゲタ・ナラシ対策の加入申請期限は６月30日までとなりますので、加入を希
望される方は、それまでに交付対象者になっていただくようお願いします。な
お、申請手続きについては、23～27ページを参照してください。
また、交付金の交付を受けるまでに農業経営改善計画等が満了する場合、交

付金が交付されないことがありますので、再認定の手続きをお願いします。

※ 市町村は、市町村の判断の通知を行った後に、ゲタ・ナラシ対策への加入を希望する
集落営農の一覧を作成し、地方農政局等に提出します。

法人化や農地利用の集積について市町村判断を受けるための流れ

また、「農業経営の法人化」及び「地域における農地利用の集積」については、各市町
村が確実に行われると判断するものとします。

集落営農の法人化の取組への支
援が受けられるよ！
手続等については、都道府県に
お問い合わせください。

都道府県レベルに経営相談体制
が整備されているので、集落営農
の経営改善や多角化、組織合併
などの取組に際し、経営診断を受
けたり、専門家に助言を求めたり
するのに活用しよう！

７



諸外国との生産条件の格差により不利がある国産農産物の生産・販売を行う農業者に対して、
「標準的な生産費」と「標準的な販売価格」の差額分に相当する交付金を直接交付する制度
です。支払いは生産量と品質に応じて交付する数量払を基本とし、当年産の作付面積に応じて
交付する面積払は数量払の先払いとして支払われます。
【交付対象者】
支援の対象となる農業者は、認定農業者、集落営農、認定新規就農者です（いずれも規模要

件はありません。）。交付対象者の要件については、６～７ページを参照してください。

（所要額：2,163億円）

畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）

（１）数量払

① 交付対象数量

麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ、そば、なたねの当年産の出荷・販売数量

注１：麦芽の原料として使用される麦（ビール用等）、黒大豆、種子用として生産されるものなどは対象
となりません。

注２：てん菜、でん粉原料用ばれいしょは、北海道で生産され、交付対象要件を満たすものが対象です。
注３：麦、大豆、そばについては、農産物検査を受検し、一定以上の格付けがなされたものが対象です。

交付単価の水準は「標準的な生産費」と「標準的な販売価格」との差額分として算出
されており、品質区分に応じた単価が設定されています。

（円/60kg）小麦

（円/単位数量）大麦・はだか麦

等級：被害粒の割合や粒揃いの違いで区分
Ａ～Ｄランク：たんぱく質の含有率等の違いで区分

等級：被害粒の割合や粒揃いの違いで区分
Ａ～Ｄランク：白度やたんぱく質の含有率等の違いで区分

品質区分 １等 ２等

（等級/ランク） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

二条大麦
（50kg当たり）

6,840円 6,420円 6,300円 6,250円 5,980円 5,560円 5,430円 5,380円

六条大麦
（50kg当たり）

5,970円 5,550円 5,420円 5,370円 4,940円 4,520円 4,400円 4,350円

はだか麦
（60kg当たり）

9,980円 9,480円 9,330円 9,240円 8,410円 7,910円 7,760円 7,680円

品質区分 １等 ２等

（等級/ランク） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

パン・中華麺用品種 8,810円 8,310円 8,160円 8,100円 7,650円 7,150円 7,000円 6,940円

上記以外 6,510円 6,010円 5,860円 5,800円 5,350円 4,850円 4,700円 4,640円

【交付単価は令和２年産～４年産に適用】

② 交付単価

注：交付単価については、日米貿易協定の発効及び消費税率の改定に伴う影響を踏まえたものとしています。

８



糖度：てん菜の重量に対するしょ糖の含有量

（円/ｔ）

でん粉含有率：ばれいしょの重量に対するでん粉の含有量

（円/45kg）

大豆 （円/60kg）

てん菜 （円/ｔ） でん粉原料用ばれいしょ

等級：被害粒の割合や粒揃いの違いで区分
特定加工用：豆腐・油揚、しょうゆ、きなこ等製品の段階において、大豆の原形をとどめない用途に使用する大豆

そば なたね （円/60kg）

等級：容積重の違いや被害粒の割合で区分

品質区分（等級） １等 ２等 ３等

普通大豆 10,830円 10,140円 9,460円

特定加工用大豆 8,780円

品質区分
（等級）

１等 ２等

そば 13,800円 11,690円

品質区分
（品種）

キザキノナタネ
きらきら銀河

その他の品種キラリボシ

ナナシキブ

なたね 8,020円 7,280円

品質区分
16.6度（糖度） (＋0.1度ごと) (▲0.1度ごと)

てん菜 ＋62円 6,840円 ▲62円

（参考）平均交付単価

品質区分
19.7％（でん粉含有率）

(＋0.1％ごと) (▲0.1％ごと)

でん粉原料用
ばれいしょ

＋64円 13,560円 ▲64円

対象作物 数量単価

小麦 6,710 円/60kg 

二条大麦 6,780 円/50kg 

六条大麦 5,660 円/50kg 

はだか麦 9,560 円/60kg 

大豆 9,930 円/60kg 

てん菜 6,840 円/ｔ

でん粉原料用ばれいしょ 13,560 円/ｔ

そば 13,170 円/45kg 

なたね 8,000 円/60kg 

10a当たり生産費
（直近３年平均）

単収
（直近７年中最高・最低を除く５年の平均）

平均
交付単価 ＝ ― 販売価格

（直近５年中最高・最低を除く
３年の平均）

【算定式】

※ 面積払を受けた場合、数量払の交付の際に、面積払の交付額が控除されます。

※ 交付単価は、消費税率の改定（８％→10％）に伴い、免税事業者等において生じる生産コスト
の増加分を加算した額を全ての交付対象者に適用しているもので、消費税の課税事業者に対す
る交付金交付のあり方については検討していきます。

９



○ 面積払については、単収 が市町村等別の基準単収の２分の１未満の

場合、低単収となった理由書とその証拠書類の提出があり、自然災害等

の合理的な理由があることの確認ができない限り、返還または不交付と

なりますのでご注意ください。

○ 申請されている面積払について、交付後に返還となる可能性が高いと

判断される場合、生産量の確定後、低単収となった理由書等を確認の上、

面積払の交付を判断します。

※ 単収は、数量払の交付対象数量を面積払の交付対象面積等で除して算出します。

（２）面積払（営農継続支払）

20,000円 ／ 10a （そばは、13,000円 ／ 10a）

① 交付対象面積

数量払の対象となる麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ、そば、
なたねの当年産の作付面積

② 交付単価

営農を継続するために必要最低限の経費が賄える水準

数量払と面積払との関係

③ 交付対象者

対象作物の当年産の作付が確認でき、数量払の交付申請を行う農業者

面積払
（数量払の際に控除されます。）

数量払

収量

交
付
金
額

（※）

※ 面積払は、自然災害により本年産の栽培の継続を断念せざるを得ない場合にあっても、交付されます。
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米・畑作物の収入減少影響緩和交付金(ナラシ対策)

米・畑作物の収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）は、農家拠出を伴う経営に着目した
セーフティネットであり、米及び畑作物の農業収入全体の減少による影響を緩和するための
制度です。
【交付対象者】
支援の対象となる農業者は、認定農業者、集落営農、認定新規就農者です（いずれも規模

要件はありません。）。交付対象者の要件については、６～７ページを参照してください。
【対象農産物】
米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょです。

（所要額：645億円）

※１ 麦芽の原料として使用される麦（ビール用等）、黒大豆、種子用として生産されるものなどは対象となりません。

※２ てん菜、でん粉原料用ばれいしょは、北海道で生産され、交付対象要件を満たすものが対象です。

◯ 農業者の米、麦、大豆等の当年産の販売収入の合計（当年産収入額）が、

標準的収入額を下回った場合に、その差額の９割を補てんします。

補てん額 ＝（標準的収入額－当年産収入額）×０．９

（１）ナラシ対策の仕組み

◯ 補てんの財源は、農業者と国が１対３の割合で負担します。

◯ このため、補てんを受けるには、農業者からの積立金の拠出が必要となります。

◯ 補てん後の積立金の残額は、翌年産へ繰り越されるため、掛け捨てとはなりま

せん。

標準的収入

〔都道府県等地域単位で算定〕

最近５年のうち、
最高・最低を除く
３年の平均収入

（５中３）

品目ごとの収入
差額を合算相殺

当年産収入

補てん金

収入減少

収入減の
９割まで
補てん

【標準的収入額とは】
通常年に想定される収入額として、前年産以前５か

年の収入額のうち、最高年と最低年を除いた３か年の
平均収入額で、品目ごと、地域ごとに計算しています。
各年産の収入額は、米であれば、地域の産地品種銘
柄のうち、数量の多い上位３銘柄平均販売価格に、地
域の実単収を乗じて算出します。

【当年産収入額とは】
当年産の収入額として、品目ごと、地域ごとに計算し

ています。当年産の収入額は、米であれば、当年産の
地域の産地品種銘柄のうち、数量の多い上位３銘柄
平均販売価格に、当年産の地域の実単収を乗じて算
出します。

<農業共済>
→自然災害等による
収穫量の減少を補償

<ナラシ対策>
→価格が下落した際などに、

収入の減少を補てん

＋

※ 収入保険についての詳細は、35～36ページ
を参照してください。

・収入保険と、農業共済・ナラシ対策などの類
似制度は、いずれかを選択して加入すること
になりました（重複加入はできません。）。

・ナラシ対策の補てん金は農業共済に加入し
ていることを前提に減額調整されるので、ナラ
シ対策に加入する場合は農業共済とのセット
加入をお勧めします。

又は

収入保険が始まり、セーフティネットの選択肢が増えました！

農業者１：国３の割合で拠出

<収入保険>
→自然災害や価格低下を

はじめ、農業者ごとの
収入の減少を広く補償

※青色申告を行っている
農業者（個人・法人）が

対象です

１１



（２）令和２年産ナラシ対策の加入から補てん金支払までの流れ

◯ 農業者は、様式第１号「経営所得安定対策等交付金交付申請書」の裏面（25

ページ参照）に、令和２年産の米、麦、大豆等の生産予定面積等を記入し、地域農

業再生協議会又は地方農政局等に提出してください。

① 加入申請（積立て申出） 【令和２年４月１日～６月30日】

◯ 農業者の積立額（※１）は、国が農業者ごとに算定し、通知します。

◯ 農業者は、国からの通知に基づき、標準的収入額から10%の収入減少に対応

する積立額（10%コース）又は20％の収入減少に対応する積立額（20%コース）の

いずれかを選んで積立金を納付（※２）してください。

農業者の積立額（20％コースを選択した場合）

＝標準的収入額 （品目ごとの「農業者ごとの生産予定面積×地域ごとの10a当たり

標準的収入額」の合計）×20％ × ９割 × １/４（注）

＝標準的収入額 × 4.5％

（注） 農業者１：国３の割合で補てんするので、補てん原資の1/4が農業者の負担（積立額）となります。

② 積立金の納付 【令和２年５月下旬～７月31日】

Ａさん（生産予定面積が米６ha、大豆４ha）が20％コースを選択した場合

＜積立額（加入時）の算定例＞

ナラシ対策への加入手続はこれで完了です！

※１ 加入申請時に申し出た生産予定面積と、毎年５月下旬に告示予定の10a当たり標準
的収入額に基づき算定されます。

※２ 20%コースを選択した場合で前年産からの繰越しがある場合は、前年産からの繰越
分を差し引いた額を納付します。

① ② ③＝①×②
④＝

③の合計×4.5%

（ha） （円/10a） （円/10a） （円）

米 6 125,000 7,500,000

大豆 4 20,000 800,000

8,300,000 373,500

Ａさんの
積立額

（加入時）

合計

Aさんの地域の10a
当たり標準的収入額

Ａさんの
生産予定面積

Ａさんの標準的
収入額

品目
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１ 米
農産物検査３等以上のもの又は当該等級

に相当するもの（種子は除く）で、主食用とし
て収穫した年度の３月３１日までに
① ＪＡや集荷業者に販売、又は販売を委託

して出荷したもの
② 農業者又は農業者から委託を受けた者

（ＪＡや集荷業者以外）が、消費者等に
販売することとしたもの

が対象です。

２ 麦、大豆等
畑作物の直接支払交付金（数量払）の交付

対象数量となったものが対象です。

③ 補てん金の交付申請 【翌年４月１日～４月30日】

◯ 補てん金は、収穫した翌年の３月３１日までの出荷・販売実績（生産実績数量（※１））

に基づき、支払われます。

◯ 農業者は、４月30日までに、交付申請書とともに生産実績数量の証明書類 （※２）

を地方農政局等に提出してください。

※１ 生産実績数量について

生産実績数量の証明書類は、
① 農産物検査結果証明書（注

② 出荷契約書又は出荷伝票
などです。

これらの証明書類は決して捨てずに、交付申請
まで大切に保管してください。

また、交付申請を行った翌年度から数えて５年
間は大切に保管してください。

※２ 生産実績数量の証明書類について

産地

銘柄

等級

数量

○○県産
コシヒカリ

1

1,200kg

□□県産
あきたこまち

2

900kg

△△県産
あきたこまち

3

300kg

④ 積立額の確定 【翌年５月下旬～６月頃】

◯ 国において、出荷・販売実績（生産実績数量）から換算した面積（面積換算値）に

基づき、積立金を再計算し、積立額を確定します。

◯ 再計算した積立額が加入時の積立額よりも

① 少ない場合 → 加入時の積立額との差額を返納します。

② 多い場合 → 加入時の積立額が確定した積立額となります。

Aさん（生産実績数量 米25,000kg、大豆8,000kg）の場合＜積立額（確定）の算定例＞

① ② ③＝①÷② ④ ⑤＝③×④
⑥＝

⑤の合計×4.5%

（ha） （kg） （kg/10a） （ha） （円/10a） （円/10a） （円）

米 6 25,000 500 5 125,000 6,250,000

大豆 4 8,000 200 4 20,000 800,000

7,050,000 317,250

Aさんの
標準的収入額

Aさんの
積立額
（確定）

合計

品目
Aさんの

生産予定面積
地域の

R2年産単収
面積換算値

地域の10a当たり
標準的収入額

Aさんの
生産実績数量

（注）米については、３等以上相当と確認できる書類に代えることができる場合があります。
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◯ 補てん金の額は、国が農業者ごとの面積換算値に基づき算定し、５月下旬から

６月頃に支払います。

◯ 地域の令和２年産単収が平年単収の９割を下回った場合は、農業共済制度に加

入していることを前提に、農業共済制度が発動したとみなし、補てん金の額から共

済金相当額を控除します。

補てん金の額

＝ （標準的収入額（品目ごとの「農業者の面積換算値× 地域の10a当たり標準的収入額」 の合計）

－当年産収入額 （品目ごとの「農業者の面積換算値× 地域の10a当たり当年産収入額」 の合計））

×９割－共済金相当額

⑤ 補てん金の算定・支払 【翌年５月下旬～６月頃】

＜補てん金の額の算定例＞
（※ 共済金相当額の控除はなかったものとして算定しています。）

① 標準的収入額と当年産収入額を算出します。

② 標準的収入額と令和２年産収入額の差額の９割を算出します。

ナラシ補てん金として
Ａさんに支払われます。

③ ②のうち、４分の３を国、４分の１を積立金で補てんします。

確定した積立額（317,250円、13
ページ参照）から、補てんに充てら
れた額（189,000円 ⑩）を差し引い
た額（128,250円）が、翌年産に繰り
越され、積立金の一部に充当され
ます。

うち、国からの
補てん額

うち、農業者積立金
からの補てん額

⑧ ⑨＝⑧×0.75 ⑩＝⑨÷３

（円） （円） （円）

756,000 567,000 189,000

Aさんの
収入差額の９割

① ② ③＝①×② ④ ⑤＝①×④

（ha） （円/10a） （円） （円/10a） （円）

米 5 125,000 6,250,000 105,000 5,250,000

大豆 4 20,000 800,000 24,000 960,000

7,050,000 6,210,000

地域の10a当たり
R2年産収入額

Aさんの
R2年産収入額

品目
地域の10a当たり

標準的収入額
Aさんの

面積換算値
Aさんの

標準的収入額

合計

⑥＝③の合計 ⑦＝⑤の合計 ⑧＝（⑥－⑦）×９割

（円） （円） （円）

7,050,000 6,210,000 756,000

Aさんの
標準的収入額

Aさんの
R2年産収入額

Aさんの
収入差額の９割

１４



水田で麦、大豆、飼料用米、米粉用米等の作物を生産する農業者に対して交付金を直接交
付することにより、水田のフル活用を推進し、食料自給率・自給力の向上を図ります。

① 戦略作物助成※１

対象作物 交付単価

麦、大豆、飼料作物※２ ３５，０００円/10a

ＷＣＳ用稲 ８０，０００円/10a

加工用米 ２０，０００円/10a

飼料用米、米粉用米
収量に応じ、

５５，０００円～１０５，０００円/10a

助成額
（円/10a）

数量払いの単価（傾き）：約167円/kg

単収（kg/10a）-150

5.5万

8.0万

（標準単収値）

10.5万

+150

＜飼料用米・米粉用米の収量と交付単価の関係（イメージ）＞
収量が上がるほど助成額が

増えるのかぁ…

努力が報われる仕組みだね！

・ 数量払いによる助成については、農産物検査機関による数量確認を受けていることを条件とします。

・ 標準単収値の各地域への適用に当たっては、地域農業再生協議会が当該地域に応じて定めている単
収（地域の合理的な単収）を適用します。なお、地域の合理的な単収は当年産の作柄（作柄表示地帯
別）に応じて調整します。

（概算決定額：3,050億円）

支援の対象となる農業者は、販売目的で対象作物を交付対象水田で生産（耕作）する販売
農家・集落営農です。

水田活用の直接支払交付金４

（１）交付対象者

（２）支援内容

＜標準単収値の作柄調整の考え方＞

標準
単収値

当年産のふるい目1.70mm以上の
10a当たり収量

ふるい目1.70mm以上の10a当たり平年収量
×

（小数点以下切り上げ）

＝

地域の
合理的
な単収

※１ 基幹作のみ対象 ※２ 飼料用とうもろこしを含む
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 助成内容は以下のルールに即して設定します。

 地域で作成する「水田フル活用ビジョン」に基づき、二毛作や耕畜
連携を含め、産地づくりに向けた取組を支援します。

 国から配分する資金枠の範囲内で、都道府県や地域農業再生協議会
が助成内容（交付対象作物・取組・単価等）を設定できます（一定割
合以上は都道府県段階で助成内容を決定）。

 また、取組に応じた配分（下表参照）を都道府県に対して行います。

基本的運用

助成内容の設定

上記のほか、以下の取組について、拡大計画に基づき、年度当初に配分
を行います。

① 転換作物拡大加算（１５，０００円/10a）
地域農業再生協議会ごとにみて、主食用米が減少し、転換作物の

面積が令和元年度より拡大した場合に、その面積に応じて配分。

② 高収益作物等拡大加算（３０，０００円/10a）
地域農業再生協議会ごとにみて、主食用米が減少し、高収益作物等※

の面積が令和元年度より拡大した場合に、その面積に応じて配分。

※ 高収益作物等：高収益作物（園芸作物等）、新市場開拓用米、加工用米、飼料用とうもろこし

① 地域における水田農業経営の課題に対応し、収益力向上に資する取組に対
する助成とすること

② 経営所得安定対策等における趣旨を損なうような助成としないこと
（例：品位の低いもののみへの加算）

③ 主食用米、備蓄米、不作付地への助成は行わないこと

④ 地方農政局長等が特に必要と認めた場合を除き、所得増加に直接寄与しな
い作物（景観形成作物等）への助成は行わないこと 等

取組内容 配分単価

飼料用米、米粉用米の複数年契約
※ ３年以上の契約

１２，０００円/10a

そば、なたねの作付け
※ 基幹作のみ

２０，０００円/10a

新市場開拓用米の作付け
※ 基幹作のみ

２０，０００円/10a

② 産地交付金
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③ 水田農業高収益化推進助成

 都道府県が策定した「水田農業高収益化推進計画」に基づき、国のみ
ならず地方公共団体等の関係部局が連携し、基盤整備、栽培技術や機
械・施設の導入、販路確保等の取組と併せて、水田での高収益作物への
転換等を計画的かつ一体的に推進します。

 「推進計画」に位置付けられた産地における以下の取組を支援します。

① 高収益作物定着促進支援（20,000円/10a×５年間）
高収益作物の新たな導入面積に応じて支援。（②とセット）

② 高収益作物畑地化支援 （105,000円/10a）
高収益作物による畑地化の取組を支援※。

③ 子実用とうもろこし支援（10,000円/10a）
子実用とうもろこしの作付面積に応じて支援。

基本的運用

水田農業高収益化推進計画

※ その他の転作作物に係る畑地化も同様の単価で支援
（支援イメージ）

水田農業高収益化推進プロジェクトチーム（国）

高収益作物への転換
①新たな導入面積に応じて支援
②畑地化の取組を支援

生産基盤の整備

技術、機械・施設等の導入

計画的・一体的に支援

「推進計画」作成
県

市町村土地改良区

農協実需者

担い手

 「水田農業高収益化推進計画」は、水田地域で高収益作物の導入・定着等
を図るため、以下の内容を盛り込み、都道府県が策定するものです。

○都道府県・産地段階の推進体制・役割

○都道府県・産地ごとの推進品目の導入目標や目標達成に向けた取組

・栽培技術の習得や農地の条件整備に向けた取組
・活用予定の国の支援策や実施地区
・基盤整備事業等を活用している場合は、当該事業の「事業計画」
とのリンク

等
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（３）令和２年産における需要に応じた生産の推進策

【 令和２年度 】

②平成31年度緊急転換加算（５千円/10a）

・都道府県ごとにみて、転換作物が拡大し、

主食用米が29年度以降の最小面積より更に減少

した場合に、その面積に応じて

産地交付金を配分。

①転換作物拡大加算（1.0万円/10a）

【 令和元年度 】

・地域の取組を直接反映し、

麦、大豆等の作付拡大による水田フル活用を推進するため、

単位：都道府県→地域農業再生協議会

基準年：主食用米が減少し、転換作物の面積が

元年度より拡大

配分時期：拡大計画に基づき、年度当初に配分（10月→４月）。

③水田農業高収益化推進助成
高収益作物：2.0万円/10a×５年間
子実用とうもろこし：1.0万円/10a

・転換作物の作付実績を踏まえ、Ｒ２年度の当初配分に反映。

③飼料用米・米粉用米の多収品種加算（1.2万円/10a）

・より安定的な生産・供給にシフトするため、
多収品種加算を見直して複数年契約加算を創設し、

インセンティブ付与。

④高収益作物等拡大加算（2.0万円/10a）

・高収益作物、新市場開拓用米、加工用米等への転換を

後押しするため、

基準年：主食用米が減少し、高収益作物等の面積が

元年度より拡大

配分時期：拡大計画に基づき、年度当初に配分（10月→４月）。

※高収益作物（園芸作物等）、新市場開拓用米、
加工用米、飼料用とうもろこし

⑤産地交付金の県枠の設定

・当初配分の１割以上は、
都道府県段階で支援内容を決定し、
重点品目の単価を上乗せ。

・当初配分に占める割合：１割以上→1.5割以上に拡大。

①転換作物拡大加算（1.5万円/10a）

②飼料用米・米粉用米の複数年契約加算（1.2万円/10a）

④高収益作物等拡大加算（3.0万円/10a）

⑤麦、大豆等の作付拡大に取り組む産地へ産地交付金をシフト

⑥産地交付金の県枠の拡大

（新規）

（加算見直し）

（新規）

（運用見直し）

（拡充）

・地域農業再生協議会ごとにみて、

主食用米が30年度以降の最小面積より

更に減少し、高収益作物等※の面積が更に

拡大した場合に、その面積に応じて

産地交付金を配分。

・都道府県ごとにみて、転換作物が拡大し、

主食用米が30年度の面積より減少

した場合に、その面積に応じて

産地交付金を配分。 （Ｒ１限り）

・多収品種の取組面積に応じて

産地交付金を配分。

・都道府県が策定する「水田農業高収益化推進計画」に

基づき、高収益作物、子実用とうもろこしを導入する

産地を支援。 （新規）
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